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JICA環境社会配慮実施体制の設置(案)について 
 
平成 16年 7月 1日から、JICA環境社会配慮の実施体制を以下のとおり設置す
る。 
 

記 
 
１．目的 

JICA環境社会配慮ガイドライン（以下｢ガイドライン｣）を遵守した業務
運営を行うために、組織的な体制を整備する。 

 
２．実施体制 

JICA環境社会配慮実施体制の構成は別紙 1の通りとする。なお、事業部
と在外事務所とは、ガイドラインで定義した協力事業を実施する部署のこ

ととする。 
環境社会配慮審査会と異議申し立て制度の設置要項は別に定める。 

 
３．構成員の責任と権限及び役割 

別紙 2の通りとする。 
 
４． スケジュール 

(ア) 環境社会配慮審査室が行う審査は、平成 16年 7月 1日から開始する。
ただし、平成 16 年 3 月までに行われた要請案件については、ガイドラ
インの可能な範囲を適用する。可能な範囲は、個別案件毎に事業部／在

外事務所と協議の上定める。 
(イ) 環境社会配慮審査会は、6 月から 7 月に委員の募集・選考を行い、8 月
に設置する。9月以降、審査会の活動を開始する。 

(ウ) 異議申し立て制度設置要項を作成次第、できるだけ早期に異議申し立て
審議員の募集・選考を行う。 

 
 

以上 
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環境社会配慮ガイドラインの実施体制 
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別紙 2 

 
環境社会配慮ガイドライン実施体制の構成員の責任と権限及び役割 

 
 

構成員 責任と権限及び役割 
理事長 環境社会配慮実施の総責任者、環境社会配慮審議役の

提言に対して必要な措置を講じる。 
環境社会配慮担当役員 環境社会配慮実施の責任者、環境社会配慮審査会に対

する諮問を行う。 
環境社会配慮審査会 環境社会配慮担当役員からの諮問に対して、必要な答

申を行う。審査会設置要項を別途定める。 
異議申し立て審議員 ガイドラインの不遵守を理由としてあった申し立て

に対して、理事長に遵守・不遵守の結果を報告すると

ともに必要な提言を行う。異議申し立て制度要項を別

途定める。 
環境社会配慮審査室 事業部／在外事務所の行う環境社会配慮の審査、環境

社会配慮審査会の運営、環境社会配慮の研修と調査研

究に関する事務をつかさどる。 
国際協力専門員アドバ

イザリーグループ 
環境社会配慮審査室が委嘱を行う事項に対して、環境

社会配慮に関する助言を行う。 
事業部／在外事務所 協力事業（開発調査、無償資金協力の事前の調査、技

術協力プロジェクト）の実施にあたり、JICA 環境社
会配慮ガイドラインに従い、必要な環境社会配慮を行

う。 
審査主任 協力事業を行う事業部の技術審議役、審査室長または

在外事務所の次長が担当する。環境社会配慮審査室に

提出する各種報告書の環境社会配慮の事前審査を行

う。 
 


